
　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 ■ 補助金交付 ■ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

各河川愛護団体が実施した清掃活動等に参加した人数

実績 18,051 19,651 12,653 - -

琵琶湖市民清掃参加人数

2

河川清掃等参加者数
人

目標 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

72,000

実績 64,056 62,242 0 - -

各河川愛護団体が実施する河川清掃や川辺の花づくり作業実施回数

成
果
指
標

1

琵琶湖市民清掃参加人数
人

目標 72,000 72,000 72,000 72,000

実績 1,001 547 793 - -

琵琶湖を美しくする運動実践本部参加団体数

2

河川清掃実施回数
回

目標 200 200 200 200 200

120 120

実績 118 118 125 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

琵琶湖市民清掃実践本部加入団体
数 団体

目標 120 120 120

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

2.32

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 1.35 1.35 1.14 2.32

臨　時 0.10 0.10 0.54

職　員　数　(人) 1.45 1.45 1.68 2.32 2.32

一般財源 35,108 33,620 13,062 27,683 29,062

その他 241 205 116 200 7,915

起　債 0 0 0 0 0

5,336 5,388 5,641 17,007 809事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 40,685 39,213 18,819 44,890 37,786

18,762

人 件 費 Ｂ 11,263 11,395 11,005 19,024 19,024

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 29,422 27,818 7,814 25,866

成　　果 多くの市民、事業者の参加を得て琵琶湖岸、河川、公園、道路等の公共的な場所の美化が図られるとともに、河
川を軸とした新たな流域コミュニティ（川すじコミュニティ）が形成される

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 市民や事業者などを対象として

（何又は誰を）

手　　段 琵琶湖市民清掃の実施を支援し、広報等を通じて「琵琶湖を美しくする運動」の啓発活動を行い、河川愛護団体
結成を促し定期的な河川清掃や川辺の花づくり等の河川愛護活動及びヨシ保全活動を促進し支援することで

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

市民や事業者が自らの手で琵琶湖の美しさを保持するとともに快適な水辺環境の保全と創造が実現できるように市民運動の
育成・支援を行う。「琵琶湖を美しくする運動実践本部」による琵琶湖市民清掃の実施を支援し、回収されたごみの処理を
行うとともに、補助金を交付し事務局を担当している。河川愛護団体に対する河川清掃用具の配布や情報提供等の他、河川
愛護団体連合会の活動支援を行う。地域のヨシ保全事業を補助金交付や活動等で支援する。

運 営 方 法 団体支援、活動支援

目　　的 琵琶湖の美しさを保持し、琵琶湖岸、河川、公園、道路などの美化や清掃を行うため

（何のために）

一般会計 政策 評価対象事業 環境保全市民運動推進費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

環境保全活動の推進

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 琵琶湖を始めとする自然環境の保全
関連する
個別計画

大津市環境基本計画

視点 01 水環境の保全・再生

重事 01

大津市環境基本条例

方針 02 自然、歴史、文化、スポーツを重視し、多くの人が集うまちを創り

政策 02 自然豊かな景観を守り育て、自然と共生するまちにします

事務事業名 01058 環境保全市民運動推進事業 記 入 者 山形　基之

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 279

部　局　名 環境部 所 属 名 環境政策課 所 属 長 髙木　裕司



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

1

コスト増減率 - -6.13 -12.73

71 23

成果単位
コ ス ト

指標１ 0 0 0

指標２ 2 1

- +8.86 -35.61

活動単位
コ ス ト

指標１ 344 332 150

指標２ 40

98.25 63.26

成　果
増減率

指標１ - -2.83 -100.00

指標２

目　標
達成率

指標１ 88.96 86.44 0.00

指標２ 90.25

方 向 性
各事業の市民の認知度も高く参加者も多いので、今後もこれらの市民の環境保全活動の支援等を引き続き実施していく
。また、若者の参加を促すことができるようホームページを通じ啓発方法の検討を行う。

部 局 長
コメント

琵琶湖をはじめとする地域の美化や環境保全を市民参加により進めることは重要である。今後は若者の参加を促進する
啓発を行う。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 地域ぐるみ、事業所単位で環境保全活動が実施されていることにより、琵琶湖を大切にす
る気持ちが育まれている。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 市民活動を支援することにより、大規模かつ効率的な環境保全が行われている。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 新型コロナウイルス感染症の影響により参加者は減少したが、事業において市民や事業所
等が自ら活動に参加することで、それぞれの環境保全意識の向上につながるとともに協働
の重要性が認識されている。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 琵琶湖や河川の環境保全をベースとした地域の美化のための市民活動を支援することは、
環境美化だけでなく市民・事業者・行政の三者協働という観点からも意義があることから
、行政が関与することは妥当である。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

琵琶湖の保全をはじめ、地域の美化、環境保全につながる市民活動を支援することによる、市民・事業者・行政
との協働の取り組みが求められている。

これまでの見直し
や改善等の経過

「大津市補助制度適正化基本方針」に基づき、補助率を見直すなど改善してきた。また、新型コロナウイルス感
染症の影響により参加者は減少しているが、会議の書面審議や感染症対策の徹底の上事業は実施出来ている。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

□ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 ■ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績／目標×１００

実績 37 34 48 - -

実績／目標×１００

2

森林施業率
％

目標 100 100 100 100 100

100

実績 40 35 58 - -

森林組合が間伐、下刈り、枝打ち及び作業道整備等を実施した面積

成
果
指
標

1

間伐率
％

目標 100 100 100 100

実績 77 70 100 - -

森林組合が間伐を実施した面積

2

森林施業の実施面積
ｈａ

目標 207 207 207 207 207

131 131

実績 52 46 76 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

間伐実施面積
ｈａ

目標 131 131 131

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

0.20

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.25 0.20 0.20 0.20

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 0.25 0.20 0.20 0.20 0.20

一般財源 5,609 4,934 7,641 5,057 5,057

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 5,609 4,934 7,641 5,057 5,057

3,417

人 件 費 Ｂ 2,050 1,660 1,640 1,640 1,640

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 3,559 3,274 6,001 3,417

成　　果 国土の保全及び水源かん養等の多面的機能を発揮できる森林にするとともに、切り捨て間伐から搬出間伐へ転換
を図り、大津産木材の生産量を増加させる

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 保育期にある森林を対象に

（何又は誰を）

手　　段 森林組合をはじめとする森林所有者が実施する間伐等の森林施業に対して補助金での支援を行うことで

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

昭和３０～４０年代を中心に行われた拡大造林の結果、現在、森林の資源が確立されつつある中、その三割程度が間伐等の
保育を要する期間に入った森林となっている。そのため、基盤となる作業道等の整備と併せて、緊急的に間伐等を総合的か
つ計画的に実施し、搬出された間伐材の有効利用を図る。森林整備にあたっては、事業を実施した森林組合に対し、補助金
を交付する。

運 営 方 法

目　　的 効率的かつ適正な森林整備を進めることにより林業の振興を図るため

（何のために）

一般会計 特定 評価対象事業 間伐促進等森林整備事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

多面的機能をもつ森林づくり

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 琵琶湖を始めとする自然環境の保全
関連する
個別計画

森林施業計画（森林所有
者等）・大津市森林整備
計画

視点 02 里地里山等の保全・再生

重事 01

滋賀県造林事業補助金交
付要綱・大津市造林事業
等補助金交付要綱

方針 02 自然、歴史、文化、スポーツを重視し、多くの人が集うまちを創り

政策 02 自然豊かな景観を守り育て、自然と共生するまちにします

事務事業名 00739 間伐促進等森林整備事業 記 入 者 多谷　学

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 263

部　局　名 産業観光部 所 属 名 農林水産課 所 属 長 大塩　勲



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□ １．計画どおり事業を進めることが適当 ■ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

□

■

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ ■ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

159

コスト増減率 - -1.87 +1.57

70 76

成果単位
コ ス ト

指標１ 140 140 131

指標２ 151 145

- -8.10 +41.17

活動単位
コ ス ト

指標１ 107 107 100

指標２ 72

34.00 48.00

成　果
増減率

指標１ - -12.50 +65.71

指標２

目　標
達成率

指標１ 40.00 35.00 58.00

指標２ 37.00

方 向 性
間伐を促進するとともに、その搬出材利用を進めるために、森林施業の集約化や作業道の整備について、さらなる支援
のあり方を検討していく。

部 局 長
コメント

林業の活性化を図り、多面的機能を発揮できる森林づくりを推進するため、今後も必要な造林事業の支援を行っていく
こと。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 森林施業を集約化することにより林業を活性化させ、森林の多面的機能を発揮させること
により、琵琶湖を始めとする自然環境の保全に貢献が期待できる。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 補助事業ということもあり、事業手法としては、効率的であるが、林業従事者の不足や県
市の補助の予算規模により、施業の進捗が影響されるため、間伐面積が順調に伸ていかな
い状況である。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 間伐率及び森林施業率については、目標には到達していないが、昨年度に比べ増加した。
間伐材の搬出や作業道の整備に対して補助を実施することにより、林業経営の一助とはな
っているが、十分な森林資源の活用促進や経営基盤の強化には繋がっていない。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 林業を活性化させ、放置林を防止して国土の保全や水源涵養等、森林の多面的機能を発揮
させていくためには、引き続き市の支援を続けていく必要がある。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

海外からの安価な輸入木材により国産材の価格が低迷し、さらに、林業従事者の減少や森林所有者の施業意欲の
低下により、林業の採算性が極めて低いことから、森林資源が活用されずに放置されている状態である。

これまでの見直し
や改善等の経過

森林資源の充実に伴って、保育期に入った森林の間伐の必要性は高くなることから、間伐材の搬出利用を促進し
て持続的な林業経営ができるように支援を行ってきた。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

公園施設の改築・更新箇所数

実績 36 37 38 - -

公園施設長寿命化計画の策定公園数（令和３年度以降は、指標削除）

2

公園施設の改築・更新実施箇所数
の累計 箇所

目標 35 36 37 38 39

0

実績 0 0 2 - -
成
果
指
標

1

公園施設長寿命化計画の策定公園
数 箇所

目標 0 0 0 0

実績

公園施設長寿命化計画の策定公園数（令和３年度以降は、累計）

2

目標

63 63

実績 0 0 2 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

公園施設長寿命化計画の策定公園
数 箇所

目標 0 0 0

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

1.78

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 1.48 1.48 1.38 1.78

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 1.48 1.48 1.38 1.78 1.78

一般財源 12,834 34,649 14,951 31,342 27,696

その他 0 0 0 0 0

起　債 5,400 3,500 27,000 146,700 107,000

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 6,000 3,965 30,000 163,000 119,000

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 24,234 42,114 71,951 341,042 253,696

239,100

人 件 費 Ｂ 12,136 12,284 11,316 14,596 14,596

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 12,098 29,830 60,635 326,446

成　　果 計画に沿って改修工事を行っていくことにより施設の安全確保とライフサイクルコスト縮減を図る

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 都市公園内の公園施設を

（何又は誰を）

手　　段 長寿命化計画を策定し、施設の更新の計画を立て

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

安心安全な公園づくりを目指し、広域避難地等に指定されている公園の施設等の改修を行う。そのために公園施設長寿命化
計画を策定し、施設更新の計画を定めていく。

運 営 方 法

目　　的 安心で安全な、公園をつくるために

（何のために）

一般会計 政策 評価対象事業 都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

水辺空間の改築・保全

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 琵琶湖を始めとする自然環境の保全
関連する
個別計画

緑の基本計画

視点 02 里地里山等の保全・再生

重事 02

都市公園法　大津市都市
公園条例方針 02 自然、歴史、文化、スポーツを重視し、多くの人が集うまちを創り

政策 02 自然豊かな景観を守り育て、自然と共生するまちにします

事務事業名 02059 都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業 記 入 者 不破　洋史

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 315

部　局　名 都市計画部 所 属 名 公園緑地課 所 属 長 高野　隆介



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

1,893

コスト増減率 - +69.08 +66.35

0 0

成果単位
コ ス ト

指標１ - - -

指標２ 673 1,138

- +2.77 +2.70

活動単位
コ ス ト

指標１ - - -

指標２ 0

102.77 102.70

成　果
増減率

指標１ -

指標２

目　標
達成率

指標１ - - -

指標２ 102.85

方 向 性
大津湖岸なぎさ公園の園路舗装等、公園施設の改築更新を行い、利用者の安全性や利便性を高める。また、公園施設長
寿命化計画を見直し、国庫補助の獲得など財源の確保に努め、公園施設の改築更新を行う。

部 局 長
コメント

公園長寿命化計画の対象としている公園について、計画的な施設改修を行い、安心安全な公園づくりに努めていくとと
もに、適切な公園施設の維持管理を行っていく。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 公園施設を計画的に更新することで、利用者の安全を確保することができた。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 長寿命化計画を策定したことで、公園施設の効率的なライフサイクルコストの縮減を図る
ことができる。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 改修することにより、多くの市民や団体が安心・安全に末永く利用できるようになること
から、大変有効である。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 公園施設の長寿命化計画に基づき、計画的に公園施設を更新することは、市民の憩いや賑
わい作りのために妥当である。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

多くの公園施設が老朽化しているため、計画的な更新が必要となっているが、１施設の改修にかかる経費が多額
であることから、全施設の改修を進めるにあたっては、計画が予定通り進められない。

これまでの見直し
や改善等の経過

改修費用に国庫補助金を活用し、計画的な施設の更新に努めている。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

修繕を実施した遊具数（令和３年度以降は、適正化を実施した遊園地数（箇所））

実績 77 81 26 - -

児童遊園地内での事故発生件数

2

修繕を実施した遊具数
基

目標 95 95 95 3 5

0

実績 0 0 0 - -

遊具等の安全点検を実施した児童遊園地数

成
果
指
標

1

安全性の確保（事故発生件数）
件

目標 0 0 0 0

実績 598 604 615 - -

前年度４月１日現在児童遊園地数　＋　前年度整備件数

2

遊具等の安全点検箇所数（累計）
箇所

目標 590 600 605 623 620

623 620

実績 598 604 615 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

市内児童遊園地数（累計）
箇所

目標 590 600 605

1.74 1.74

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

3.73

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 2.99 3.19 3.73 3.73

臨　時 1.58 1.74 1.74

職　員　数　(人) 4.57 4.93 5.47 5.47 5.47

一般財源 90,234 83,440 89,041 59,624 59,624

その他 1,930 440 660 1,435 1,435 湖都大津まちづくり基金繰入金

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 92,164 83,880 89,701 94,106 94,106

61,059

人 件 費 Ｂ 25,007 26,723 33,047 33,047 33,047

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 67,157 57,157 56,654 61,059

成　　果 安全で快適に遊ぶことができ、地域コミュニティを形成する場所となる。

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 利用者。

（何又は誰を）

手　　段 都市公園における遊具の安全確保に関する指針を遵守し、日々点検・対応している。

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

児童厚生施設に準じた遊び場として６１５箇所、概ね１，０００㎡以下の小規模な公園を児童遊園地として位置付け、安全
管理を最優先とし、地域の協力を得て、快適な遊び場となるよう整備・維持管理に努めている。

運 営 方 法

目　　的 子どもが生活や遊びの中で自主性や社会性を育てるため。

（何のために）

一般会計 管理 評価対象事業 児童遊園地維持管理事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

公園施設の修繕・改築

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 琵琶湖を始めとする自然環境の保全
関連する
個別計画

緑の基本計画

視点 02 里地里山等の保全・再生

重事 03

児童福祉法、都市計画法

方針 02 自然、歴史、文化、スポーツを重視し、多くの人が集うまちを創り

政策 02 自然豊かな景観を守り育て、自然と共生するまちにします

事務事業名 00008 児童遊園地維持管理事業 記 入 者 矢野　憲悟

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 316

部　局　名 都市計画部 所 属 名 公園緑地課 所 属 長 高野　隆介



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

■ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

□

■

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 ■ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

3,450

コスト増減率 - -6.74 +116.57

138 145

成果単位
コ ス ト

指標１ 0 0 0

指標２ 1,196 1,035

- +5.19 -67.90

活動単位
コ ス ト

指標１ 154 138 145

指標２ 154

85.26 27.36

成　果
増減率

指標１ - ±0.00 ±0.00

指標２

目　標
達成率

指標１ 0.00 0.00 0.00

指標２ 81.05

方 向 性
少子高齢化で、子どもが減少している地域では、利用頻度が低い児童遊園地もあることから、各公園の利用実態調査を
踏まえ、地域にとって適切な管理方法等について検討する。

部 局 長
コメント

児童遊園地の配置や、個々の児童遊園地のあり方とその効率的な維持管理方法について、今後検討を進めていく。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 市民にとって身近にある児童遊園地であることから施策への貢献度は高い。しかし、利用
頻度の低い児童遊園地もあり、あり方に課題が残る。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 児童遊園地の総量が多く、また、遊具の利用頻度が低いと思われる児童遊園地もあるため
、管理面で課題があることから、今後のあり方に課題が残る。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 児童遊園地は、より身近な公園として、多くの市民が利用しており、地域コミュニティ形
成の観点からも有効である。しかし、市民ニーズの変化により、頻度の低い児童遊園地も
増えていることから、今後のあり方に課題がある。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 児童遊園地の機能や役割を維持するためには、施設の適正な維持管理が必要である。しか
し、現在は、市職員による管理を行っており、経費が過大な傾向となる。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

子どもたちが、日常から利用する児童遊園地では、施設や遊具に対し高いレベルでの安全確保が求めれている。
また、少子高齢化など社会状況の変化に伴い、市民ニーズを反映したあり方検討が求められている。

これまでの見直し
や改善等の経過

職員による日常点検に加え、専門業者による遊具点検を実施し、劣化が進行した遊具の修繕等を行ってきた。ま
た、各公園の利用実態調査を踏まえて、今後の児童遊園地のあり方検討を行っている。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

業務を発注した数

2

目標

0

実績 1 1 1 - -
成
果
指
標

1

公園整備箇所数
箇所

目標 1 1 1 0

実績

業務を発注した数

2

目標

0 0

実績 1 1 1 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

公園整備箇所数
箇所

目標 1 1 1

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

0.00

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 1.76 1.76 0.40 0.00

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 1.76 1.76 0.40 0.00 0.00

一般財源 21,686 15,981 9,088 0 0

その他 0 0 0 0 0

起　債 63,500 7,200 50,400 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 70,632 8,000 56,000 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 155,818 31,181 115,488 0 0

0

人 件 費 Ｂ 14,432 14,608 3,280 0 0

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 141,386 16,573 112,208 0

成　　果 様々な機能を併せ持つ公園として整備することで、多くの市民の利用を図る。

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 若葉台地先公園を

（何又は誰を）

手　　段 地域住民やスポーツ関係者などの意見を聞きながら、整備計画を策定し、

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

事業仕分けで不要とされた皇子が丘公園交通公園跡地について、地域の意見を取り入れた、使いやすい公園として再整備す
る。また、若葉台地先の防災対策として避難場所としての機能を持った都市公園の整備を図る。

運 営 方 法

目　　的 多機能型公園を実現するために、

（何のために）

一般会計 政策 評価対象事業 身近な公園緑地整備事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

公園等の充実

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 琵琶湖を始めとする自然環境の保全
関連する
個別計画

緑の基本計画

視点 02 里地里山等の保全・再生

重事 04

都市公園法　大津市都市
公園条例方針 02 自然、歴史、文化、スポーツを重視し、多くの人が集うまちを創り

政策 02 自然豊かな景観を守り育て、自然と共生するまちにします

事務事業名 02395 身近な公園緑地整備事業 記 入 者 不破　洋史

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 317

部　局　名 都市計画部 所 属 名 公園緑地課 所 属 長 高野　隆介



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） ■ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - -79.98 +270.37

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 155,818 31,181 115,488

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 155,818 31,181 115,488

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - ±0.00 ±0.00

指標２

目　標
達成率

指標１ 100.00 100.00 100.00

指標２ -

方 向 性
本事業は当初の目的を達成し、整備事業が完了したため、休止とする。

部 局 長
コメント

これまで地域等のニーズを反映して整備を進め、災害時にも対応できる公園として、令和３年５月に若葉台公園を供用
開始した。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 市民ニーズに対応しつつ、災害時にも対応できる公園づくりは、多くの市民から理解を得
ている。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 市民と協働で計画案を策定することで、手戻りが生じず、防災機能の早期発現が可能とな
る。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 施設の整備を行う際に市民意見を多く取り入れることは、利用者の利便性の向上に有効と
なる。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 今後、多様化する市民ニーズに対応するため、多機能型公園の整備を行うことが妥当であ
る。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

若葉台地先公園については、集中豪雨等の様々な災害に対応できる公園整備が求められているが、財政事情がた
いへん厳しく、計画通りに事業を進めることが難しくなってきている。

これまでの見直し
や改善等の経過

公園の再整備や改築を行う際は、できるだけ多くの意見を取り入れる工夫をした。また、公園を新設する場合、
何を優先して整備するか、その都度検討を行っている。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 ■ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

環境基準適合のべ項目数÷環境基準測定のべ項目数

実績 82 82 68 - -

環境（上の）基準達成河川数

2

大気常時監視における環境基準の
適合率 ％

目標 100 100 100 100 100

24

実績 24 24 24 - -

公害関係法令等に基づく立入りのべ件数

成
果
指
標

1

河川における環境（上の）基準の
達成状況（ＢＯＤ） 河川数

目標 24 24 24 24

実績 29 27 15 - -

公害関係法令等に基づく排水検査のべ件数

2

事業場立入件数（大気、悪臭）
件

目標 30 30 30 30 30

48 45

実績 56 64 57 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

事業場排水検査数
件

目標 70 59 62

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

4.78

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 5.98 5.90 4.65 4.78

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 5.98 5.90 4.65 4.78 4.78

一般財源 90,687 87,861 75,632 79,171 82,950

その他 9,969 10,131 8,899 8,677 8,125 大気環境監視施設基金

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 100,656 97,992 84,531 87,848 91,075

51,879

人 件 費 Ｂ 49,036 48,970 38,130 39,196 39,196

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 51,620 49,022 46,401 48,652

成　　果 水質汚濁の防止、大気汚染の防止などが図られ、快適な生活環境が保全される

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 工場・事業場、道路・鉄道などの発生源や公共用水域、大気環境などに対し

（何又は誰を）

手　　段 公害関係法令等に基づく立入検査、指導などを行うとともに、水質や汚染の状況の監視・調査を行うことにより

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

公害関係法令等に基づき、水質汚濁、大気汚染、騒音振動などの公害の発生源となる事業場に対し規制・指導を行う。また
、生活環境の保全及び増進を図るため、河川水質や大気環境などの監視・調査を行う。

運 営 方 法

目　　的 水環境、大気環境など快適な生活環境を保全するため

（何のために）

一般会計 管理 評価対象事業 公害監視調査事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

環境監視の強化・充実

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 琵琶湖を始めとする自然環境の保全
関連する
個別計画

環境基本計画・公共用水
域水質測定計画・地下水
水質測定計画　他

視点 03 環境監視及び規制

重事 01

水質汚濁防止法・大気汚
染防止法・悪臭防止法・
騒音規制法　他

方針 02 自然、歴史、文化、スポーツを重視し、多くの人が集うまちを創り

政策 02 自然豊かな景観を守り育て、自然と共生するまちにします

事務事業名 03335 公害監視調査事業 記 入 者 新田　紳一朗

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 280

部　局　名 環境部 所 属 名 環境政策課 所 属 長 髙木　裕司



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

1,243

コスト増減率 - -2.64 -4.85

3,629 5,635

成果単位
コ ス ト

指標１ 4,194 4,083 3,522

指標２ 1,227 1,195

- ±0.00 -17.07

活動単位
コ ス ト

指標１ 1,797 1,531 1,483

指標２ 3,470

82.00 68.00

成　果
増減率

指標１ - ±0.00 ±0.00

指標２

目　標
達成率

指標１ 100.00 100.00 100.00

指標２ 82.00

方 向 性
公害関係法令等に基づいた事業場に対する規制・指導並びに環境の監視・調査を実施することで、良好な生活環境の保
全に努める。なお、事業場に対する指導の効果がみられないまたは公害関係法令等に基づいた指導が難しい事業場につ
いては、他部局と連携を図りながら改善に向け指導を行う。

部 局 長
コメント

市民の生活環境の保全と、安心、安全の確保に不可欠な事業であり、他部局との連携を図りながら今後も継続して進め
ていく。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 事業場に対し規制・指導を実施することで、公害防止が図られていることから、良好な生
活環境の保全に貢献している。また、環境の監視・調査の結果はホームページなどで広く
情報発信することで、市民の環境へのより深い理解に生かされている。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 事業場の規制・指導にあたっては、過去の指導結果などに基づき事前に立入計画を策定し
ている。また、環境の監視・調査については、一部を民間委託とすることで事業費に対し
て高い効果を得ている。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 市民からの苦情申立てについては、コロナの影響により事業場への立入検査等を十分に行
なえなかったものの、事業者へ繰り返し指導を行なうことで一定の改善に至っている。ま
た、環境の監視・調査の結果を情報発信することで、市民の環境への関心に寄与している
。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 事業場に対する規制・指導並びに環境の監視・調査は、公害関係法令等を所管する市が実
施すべき事業である。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

市内を流れる河川や地下水が琵琶湖に流入するため市民の水環境への関心は非常に高い。また、微小粒子状物質
（ＰＭ２．５）の健康被害についても関心が高くなってきている。

これまでの見直し
や改善等の経過

事業場に対する指導の効果がみられないまたは公害関係法令に基づいた指導が難しい事業場については、他部局
と連携を図りながら改善に向け指導を行った。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

～

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

路上喫煙等禁止区域での条例施行前対比のたばこの吸殻回収減少率

実績 78 74 74 - -

路上喫煙等禁止区域での条例施行前対比の路上喫煙減少率

2

たばこの吸殻回収減少率
％

目標 70 70 70 70 70

80

実績 96 96 95 - -

広報啓発車による啓発活動、ホームページへの掲載、イベントＰＲ等での啓発

成
果
指
標

1

路上喫煙減少率
％

目標 80 80 80 80

実績 0 4 7 - -

路上喫煙等防止巡回啓発活動の延べ日数

2

路上喫煙防止啓発回数
回

目標 0 10 10 10 10

0 0

実績 207 0 0 - -

令和 3年度 令和 4年度

活
動
指
標

1

路上喫煙等防止巡回啓発活動日数
日

目標 130 0 0

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

0.00

嘱　託 1.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.15 0.25 0.15 0.00

臨　時 0.00 0.00 0.03

職　員　数　(人) 1.15 0.25 0.18 0.00 0.00

一般財源 5,840 2,902 1,600 0 0

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 5,840 2,902 1,600 0 0

0

人 件 費 Ｂ 4,280 2,075 1,322 0 0

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 1,560 827 278 0

成　　果 路上喫煙等の行為が減少し、喫煙者と非喫煙者との共存、喫煙マナーの定着したまちづくりを目指す

（どのような状態にするのか）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
備　　　考

対　　象 屋外の公共の場所での路上喫煙等の行為を

（何又は誰を）

手　　段 広報宣伝車による啓発指導やポスター、路上シール等の貼りだしによる広報活動、啓発物品の配付等

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

条例に基づき、市内全域で屋外の公共の場所では喫煙しないように啓発するとともに、特に人通りの多いところでは禁止区
域を設定し路上喫煙等をしないように広報宣伝車による啓発指導、巡回指導を行ってきた。
　また、イベント等での啓発活動により路上喫煙防止の協力を依頼している。

運 営 方 法

目　　的 市民等の身体及び財産への被害防止、健康への影響の抑制とたばこの吸殻の投棄防止を図り、安心かつ安全で健
康な生活の確保、まちの美観の保全のために（何のために）

一般会計 特定 評価対象事業 路上喫煙等防止事業費 平成21年度 令和 2年度
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

その他

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 01 琵琶湖を始めとする自然環境の保全
関連する
個別計画

大津市環境基本計画

視点 99 その他

重事 99

路上喫煙等の防止に関す
る条例方針 02 自然、歴史、文化、スポーツを重視し、多くの人が集うまちを創り

政策 02 自然豊かな景観を守り育て、自然と共生するまちにします

事務事業名 01111 路上喫煙等防止事業 記 入 者 山形　基之

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 3年度　事務事業評価シート [令和 2年度事後評価]
整理番号 281

部　局　名 環境部 所 属 名 環境政策課 所 属 長 髙木　裕司



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

□ １．計画どおり事業を進めることが適当 ■ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 ■ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比
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コスト増減率 - -48.96 -44.57

725 228

成果単位
コ ス ト

指標１ 60 30 16

指標２ 74 39

- -5.12 ±0.00

活動単位
コ ス ト

指標１ 28 0 0

指標２ 0

105.71 105.71

成　果
増減率

指標１ - ±0.00 -1.04

指標２

目　標
達成率

指標１ 120.00 120.00 118.75

指標２ 111.42

方 向 性
令和３年度より環境保全対策推進事業費に統合することとしたが、今後もより一層、所管部局との連携のもと、周知・
啓発に努める。

部 局 長
コメント

平成３０年度にマナースポットを完全に撤去し、喫煙率の減少も図られている。令和３年度より環境保全対策推進費に
統合したが、今後もより一層、関係機関と連携を図りながら周知・啓発活動を行っていく。

区　分 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 路上喫煙等禁止区域の街頭啓発活動により、禁止区域内の喫煙の防止に寄与した。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 区域内での喫煙者は減少しているため、費用対効果を踏まえ啓発活動の見直しが必要。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている これまで路上喫煙等禁止区域において、啓発を行ってきたこともあり、近年、路上での喫
煙者は減っている。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 啓発活動を行うことにより、路上喫煙等禁止区域では、条例制定前と比較し、喫煙率及び
吸がらのポイ捨ての数が減少した。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

健康増進法の一部を改正する法律の施行に伴い、受動喫煙による健康被害に対する関心が高まっており、行政・
・事業所においてもその対策が急がれている。

これまでの見直し
や改善等の経過

巡回指導方法を見直すとともに、望まない受動喫煙による健康被害を減らすため、影響の大きいと思われるマナ
ースポットから順次撤去、平成３０年度に完全撤去した。広報宣伝車による巡回も行った。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由


